
 

 

 

 

 

2008 年 12 月 9 日 

 

各 位 

 

「日韓映像ビジネスフォーラム 2008」開催について 

 

NPO 法人 映像産業振興機構 

 

韓国文化コンテンツ振興院（KOCCA）と映像産業振興機構（VIPO）の共催で、2008 年

12 月 17 日（水）午後 1 時～国立新美術館・講堂において、昨年に引き続き「日韓映像ビ

ジネスフォーラム 2008」を開催いたします。 

 

昨年のフォーラムでは、韓国と日本の映画やテレビドラマのプロデューサーやクリエイ

ターの方を招き、韓日両国のコンテンツの魅力と海外マーケットに向けての可能性を探る

セミナーを実施致しました。 

今年はさらに映画「彼岸島」、「ボート」など韓日合作の話題作映画も製作され、今後ま

すます韓国と日本の交流は文化的にもビジネス的にも促進されていくことは間違いありま

せん。 

よって今年 2008 年では、昨年実施したセミナーのテーマをさらに深く掘り下げ、現在進

行中のタイムリーな韓日合作作品に関わるプロデューサーやクリエイターを招き、そのメ

リットや今後の世界マーケットに向けての戦略を探ると同時に、今現在の韓日で進められ

ている新しいビジネスモデルなどにも焦点を当て、韓日の映像コンテンツの海外マーケッ

トに向けての今後の可能性を検証・考察していく予定です。 

 

【開催概要】 

 日 時：2008 年 12 月 17 日（水） フォーラム  13:00～16:20 

                    交流会   16:35～17:15 

場 所：国立新美術館・講堂 東京都港区六本木 7-22-2 

主 催：韓国文化コンテンツ振興院（KOCCA） 

共 催：映像産業振興機構（VIPO） 

テーマ：「韓日映像コンテンツ ～合作・共同制作ビジネススキームとその可能性～」 

プログラム： 

１．韓国映像コンテンツプロジェクト発表   

①アン・ドンギュ （株）映画世界代表取締役 

  ②パク・ソンウ  （株）マクログラフ（CG 制作）理事 

  ③キム・イルホ  （株）OCON（アニメーション制作）代表取締役 

２．基調講演 I 

シン・チョル   （株）シンシネ代表取締役 

３．基調講演 II 

三村順一     （株）WJ プロデューサー&ディレクター 

Press Information 

NPO 法人 映像産業振興機構 
〒104-0045 東京都中央区築地 4-1-1 

東劇ビル 8F 
TEL03-3543-7531 FAX 03-3543-7533 
http://www.vipo.or.jp/ 



 

４．パネルディスカッション 

  【パネリスト】キム・ヒョンジュン  （株）ダインフィルム代表取締役 

        イ・ジュンホ     （株）クラゼピクチャーズ代表取締役 

        與田 尚志      （株）ティジョイ常務取締役 

        三宅 澄二      （株）ミコット・エンド・バサラ代表取締役社長 

 【モデレータ】竹内 宏彰      （株）シンク総括プロデューサー 

 

募集人数：150 名（※定員になり次第締切） 

応募対象：映像産業に従事する方および一般 

応募方法：E メールにて件名「セミナー参加希望」として、koreajapan@vipo.or.jp まで住

所、氏名、年齢、職業、連絡先電話番号、E メールアドレス、情報を得た媒体

名）を書いて申し込んで下さい。先着順に折り返しエントリーシートを送付し

ます。参加者はシートをプリントアウトして当日ご持参ください。 

 

【参考】 

■韓国文化コンテンツ振興院（ＫＯＣＣＡ） 

 韓国文化コンテンツ振興院は、文化コンテンツ産業が未来の世代をリードしていく次世

代成長力の一つであるという国家的な共通認識の中、2001 年 8 月に設立されました。特

に韓国内の文化コンテンツ企業の制作や輸出活動だけではなく、外国の文化コンテンツ

企業及び機関との共同制作や相互交流をサポートするなど、国家間の共同制作や相互交

流をサポートするなど、国家間の共同発展基盤の構築にも尽力しています。 

 

■映像産業振興機構（ＶＩＰＯ） 

 映像産業振興機構は、知的財産戦略本部の支援を受け、映画、放送番組、アニメーショ

ン、ゲーム、音楽等の映像コンテンツに係る創作、事業化、内外市場への提供を支援す

ることを通じて、わが国のエンターテインメント・コンテンツ産業を国際競争力ある産

業とすることを目的に 2004 年に設立された特定非営利活動法人（NPO 法人）です。 

関係企業・団体・職能者組織の協力と政府、地方公共団体による政策・施策を有機的に

組み合わせて、教育機関と連携した人材育成支援、作品の制作支援、起業支援、内外の

市場開拓などに関する事業を行っています。 

 

 

 

 

「日韓映像セミナー」に関するお問い合わせ先： 

NPO 法人 映像産業振興機構（VIPO） 

〒104-0045 東京都中央区築地 4-1-1 東劇ビル 8F 

TEL：03-3543-7531  FAX：03-3543-7533 

E-mail：koreajapan@vipo.or.jp  担当：新屋 


